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特別寄稿

今，世界は100年に一度といわれる未曾有の経

済危機に見舞われています。なかでも世界の生産

工場として貿易に依存するアジア諸国への大き

な影響が懸念されていますが，我が国も例外では

なく各産業界ともに厳しい局面に立たされてい

ます。こうした状況の中で，苦境を乗り越え新た

な産業を立ち上げる基盤としてICT（情報通信技

術）に対して大きな期待が寄せられています。こ

れまでも，ICT産業は国や地方の経済成長の牽引

役であり，日本の実質GDP成長の約４割を牽引

しているといわれてきました。地球規模の経済危

機の中で，新たな産業の創成あるいは既存産業の

効率化・活性化を実現していく上で今こそICTが

より大きな役割を果たすものと期待されます。米

国オバマ大統領も，選挙期間中に公表されたテク

ノロジー政策要領においてワイヤレス技術も活

用した次世代ブロードバンド環境の整備推進な

どを掲げていましたが，就任演説においても雇用

の創出のみならず新たな成長の基礎をつくるた

めの行動のひとつとしてデジタル回線の整備を

謳っています。

一方，我が国においては，ユビキタスネット社

会の構築を目指して2010年までにブロードバン

ドを全国に整備するべくさまざまな取組みが推

進されており，その一環として電波を利用したワ

イヤレスブロードバンドの導入も積極的に進め

られています。幸い，我が国の電波界は世界的に

みてもトップレベルの位置にあり，本年には

WiMAXや次世代PHSなどのワイヤレスブロード

バンドサービスがいよいよ開始されることとな

っています。また，3.9世代の移動通信システム

であるLTEの事業者選定も行われる予定であり

2010年には世界に先駆けてサービス開始が期待

されています。さらにはDSRCなどのITSの新メ

ニュー，携帯電話用のフェムトセルやデジタルテ

レビのギャップフィラーの実用化も図られるこ

ととなっており，我が国のICTの発展が電波利用

の側から大いに促進されるものと期待されます。

これらの一連の流れは，デジタル技術の進展に

伴ってIP化，ソフト化，通信・放送の融合化，固

定・移動の融合化が一層促進されることによっ

て，さらに新たな電波利用の創出に発展していく

ことが期待され，それに伴って高機能の電波シス

テムに対して所謂インターオペラビリティ試験

（IOT）のような新しい試験の重要性が高まって

くるものと思われます。

こうしたことから，（財）テレコムエンジニア

リングセンター（TELEC）では，これまで実施

してきた技術基準適合証明に係る試験・認証業務

の一層の充実強化を図るとともに，今後実用化が

進むこれらワイヤレスブロードバンドシステム

に係るIOTの実施に向けて設備や要員の充実を図

りつつ高度多様化する試験ニーズに適切に応え
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ていきたいと考えています。折しも，昨年10月に

開設したTELEC横須賀リサーチセンターにおい

て，（株）横須賀テレコムリサーチパークをはじ

めとするYRP関係者によって，GSM及びW-CDMA

方式携帯端末のIOT試験環境を提供するユビキタ

ス特区事業が展開されています。同事業は，グロ

ーバル市場に対応できる移動通信端末の開発支

援プラットフォームとしてGSM及びW-CDMA基

地局設備等を備えたIOT試験環境を実現すること

によって端末開発企業の国際競争力強化を促進

しようとするものであり，今後LTEやWiMAXな

ども対象とする方向で検討が行われています。

TELECとしても，これらのワイヤレスブロード

バンドの普及促進に向けて，本ユビキタス特区事

業との連携も含めた今後の取組みについて検討

していくこととしています。

また，国際的な相互承認協定（MRA）の広が

りに伴い，無線機器の試験・認証業務も各国間で

競合する状態になってきており，例えば，日本

-EU間のMRAに基づき，欧州の６機関が登録外国

適合性評価機関として日本向け無線機器の技術

基準適合証明業務を行っています。海外市場向け

の無線機器の試験・認証を日本国内で実施できる

ことは我が国製造企業の国際競争力向上にも貢

献することから，TELECにおいても，国内向け

無線機器の試験・認証のみならず，EUや米国な

ど海外向けW-CDMA・GSM携帯電話などの試験

や適合性評価業務に取り組んでいるところです。

これらの業務にあたっては，試験所あるいは適合

性評価機関としての能力を国際規格に基づき維

持するために，TELECとしてもISO/IEC17025（試

験所に対する一般要求事項）やISOガイド65（製

品認証機関に対する一般要求事項）に基づく品質

マネジメントシステムを構築し試験・認証業務の

堅実な履行に努めています。こうした取組によっ

て，外国向け無線機器の試験機関あるいは適合性

評価機関としてのステイタス確保を図っていく

とともに，今後はアジア諸国とも連携を拡張すべ

く調査・検討を進めていきたいと考えています。

経済危機の克服が最重要課題となっている中，

先般，総務省のICTビジョン懇談会ではICTは経

済成長の底上げのための強力な手段でありICT産

業を新たな成長戦略の柱と位置付けて世界をリ

ードする情報通信基盤の早期実現などに取り組

むべきとの緊急提言が取りまとめられました。世

界のトップレベルにある我が国の電波界が一丸

となって先進的なワイヤレスブロードバンドを

実現し，新産業の創出，新たな経済成長を先導し

ていきたいものです。
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